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中 田 隆 二
(高等教育推進センター長)
平成27年度 は、第2期 中期計画期間の最終年度 で もあ り、第2期(平 成22～27年度)の 整理 ・
総括 と並行 して 「学部 ・研 究科 の現況調査表」や 「中期 目標 の達成状 況報告書」 の作成 、そ して第
3期(平 成28～33年度)の 改革 に向けた体制整備 な ど、本学教職員 に とっては非常に多忙 な時期 と
な りま した。また、本セ ンターに とって も、専任 の特命教員 の転 出 と後任 の採用 とい う変化 があ り
ま した。 ここでは、前号巻頭 言で寺岡前セ ンター長 が記 された内容 も参考 に、本学の教育改革 の流
れ について概観 し、第3期 への課題 等につ いて本セ ンター の関わ りに も言及 しなが ら、考 えてみた
い と思います。
国の高等教育政策の一環 として打ち出 された 、平成20年 の 中教審答 申 「学士課程教 育の再構築 に
向けて」、平成24年 の 同答 申 「新 たな未来 を築 くための大学教育の質的転換 に向けて」、平成24年
に文部科学省か ら公開 された 「大学 改革実行 プラン～社会の変革のエ ンジ ンとなる大学づ くり～」
も踏 まえ、各大学はいず こも最優先事項 の一つ として、教育改革の推進 に取 り組む ことにな りま し
た。この よ うな動 きの中で、本セ ンター も平成21年9月 に発足 したわ けです。また 、本学では平成
23年度 を 「教育改革元年」 と位置づ け、大学運 営経費 の減額 の中、学内予算配分 を見直 し、特色 あ
る教 育に必 要な支援 を行 うこ とを 目的 とした 「教育改革推進経費 」を学長裁 量経費 に設 けま した。
「教育改革実行年」 と位 置づけ られ た平成24年 度 は、この経費 を増額 し、 さらな る推進 を図 りま
した。 この経費 を使 って、例 えば、教育アメニテ ィの改善 、国際化推進のた めの学生海外 留学等へ
の経済支援、就職支援活動充実のための配分枠新設 な どの快適な修 学環境 の提供や各種学生支援の
充実 を進 めるこ とで、平成22年 に全学生 を対象 に実施 した 「学生生活実態調査 」で明 らかになっ
たい くつかの課題解 決 をはか り、教育改革 を進 めるための基盤整備 を行いま した。特 に、講義棟 ・
図書館 の改築 による学修 環境 の整備 、語学セ ンター(LDC)の 設立、総合図書館 の開館 時間の延
長 、自学 自習 スペー ス として生協学生食 堂の解放 時間の延長等の取 り組みは 、平成25年 の 「実態調
査」 において、修学環境等 に対す る学生の満足度 の向上 とともに、学生の授業時間外 学習時間の増
加 とい う結果 に繋が りま した。 また、学修管理 システ ム(LMS)の 導入 も教育改革推進 を支援す
る仕組みの一つ として、今後 のさ らな る活用 が期待 され る ところです。(注:LMSの 利 用について
は、年報No.5ならび に本号の 「FDの展望」を参照の こと)
ところで、本セ ンターは 「入学者選抜方法 の充実 、教育 内容 ・方法の充実及 び教 育の評価 、学 生
の修学支援の充実」等の推進 を 目的 として設置 され たこ とか ら、 当初 は 「入試 企画部 門」 「FD・
教育企画部 門」「学生支援部 門」の3部 門体制 で した。その後 、平成25年 のCOC事 業採 択に伴 い、
地域志 向の教育活動の推進 を図 る 「COC教 育部 門」が加 わ り4部 門体制 とな りま した。 その後 、
国が取 り組んでい る高大接続 システム改革 の動 きの中で 、個別試験の見直 しや大学入試 センター試
験 の廃止 ・新テス トの導入 とい う方 向性 を受 け、それ に対応す るた め、学 内組織の見直 しが検討 さ
れ ま した。その結果、平成27年 度には、全学教育改革推進機構の下 に、本セ ンターの 「入試企画
部 門」 を発展 ・解消 して 「入試 改革委員会」 が設置 された こ とか ら、セ ンターは再び3部 門体制 と
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な りま した。平成28年 には、キャ リアセ ンター の設置 も予定 されてお り、学生支援 の一環 としての
キャ リア支援、 とりわ け全学的なキ ャ リア教育 に関 して両セ ンター間の連携 もまた、検討課題 の一
っ か と思われ ます。
さて、第2期 末 には、本学が国際通用性 のある 「質 の高い教育」 を実現す るために必要 な要件 を
本セ ンター運営委員 会において整理 ・策定 し、 これ らの具現化 に向けた全学的な教 育改革等 を推進
す るための 「教育の内部質保証 システム」 の整備 が進 め られ ま した。すなわ ち、学長 のガバ ナ ンス
の下、機構長 とセ ンター長 とを兼 ね る副学長(教 育 ・学生担 当)を 長 とす る責任体制 で、教 育に係
る全学的 なPDCA体 制が整備 され たわけです。そ の結果 、教育 の内部質保証等 を含 め、本 学の教
育 に係 る管理体制は、平成27年 度 受審 の大学機 関別認証評価 において 「大学の活動 の総合的 な状
況 について 自己点検 ・評価 を適切 に実施 し、問題点 を的確 に把握 してい る」 と評価 され ま した。
ところで、今後の改革 を進め る上で、組織体制上 の課題 についてい くつか触 れてお きたい と思い
ます。一点 目は提案 されたPDCAサ イクル の中の とりわけCheckの過程 において、重要な役割 を
果 たす こ とが期待 され る、「カ リキュラム ・授 業評価委員会」の機能 と役割です。当該委員会 は、全
学教育改革推進機構 が定めた基本方針 の下、学位 プ ログラム として、組織的 ・体系的な教 育課程 、
教育 の質保証、 国際的 に通用す るカ リキュラム改革 を推進 し評価 す る役割 を有す る ことになってい
ます。具体的 には 「共通 ・教養教育及び学部等専門教育の管理 ・評価 に関す る事項」「授業科 目等 の
管理 ・評価 に関す る事項」 「授業評価 等の改善 ・実施 に関す る事項」 「授業 のシラバ ス、カ リキュラ
ム ・マ ップ、ナ ンバ リング及びGPA等 の教務 システ ムに係 る企 画 ・評価 に関す る事項」な どを活
動 内容 ・審議事項 と しています。 そ して、各部 局の関連す る委員会 と連携 して、成績 状況 、授 業 ・
カ リキュラムに対す る評価 結果 、教 育成果 な ど教育 関連情報 を収集 ・分析 し、教育プ ログラム、実
施体制等 を点検 ・評価 す る役割 を もっている と考 え られ ます。 この各部局の関連組織 との連携 の在
り方 について、早急 に整 えてい く必要 があ ります。
また、点検 ・評価 に際 して想 定 され る、い くつ かの指標 、例 えば、 中教審答 申等に基 づき、成績
評価 の基盤 となる、本学 の学生 が備 えるべ き 「学士力 」の具体的な要件 とか、「グローバル な視 野を
有す る人材 として備 えるべ き能力等」 につい ては、本セ ンター運営委員会で策定 しま したが、実施
機 関である 「カ リキ ュラム ・授業評価委員会」や各部局関連組織 との関係 も気 になる ところです。
その他 、本セ ンターには、全学教育改革推進機構 内の構成組織 として位置づ け られてい る、「共通 ・
教養教育委員会」「全学 グローバル人材 育成推進委員会」「英語教育部門」「入試 改革委員会」 との協
働 が必要 とされ ると同時に、 これ らの組織 に対 して、点検 ・評価 を行 う役割 も期待 され ているよ う
です が、現実的 には各部局や各委員会等 の組織 ご とにPDCAサ イ クル を構築 し、それ を統括す る
仕組み としない と実質的な機能 は期待 できない と思われます。
ともあれ、大学教育の質の向上をはかる上 で、本セ ンター のよ うな組 織は必要不 可欠 なもの とな
ってお り、今後、その役 割はます ます重要 となってい くと思われます。 その意 味で、上述 のい くつ
かの課題 の解決 にあた っては、多 くの方 か らの適確 なア ドバイス とご協力 をいただき、良い方 向に
進 めたい ところです。
この年報 は、本セ ンターの活動成果 とともに教育改革 に係 る様 々な取組等 を掲載 し、教育改革 に
係 る取組 の成果 を発信す る役割 を有 し、センター 自身 の機能強化の一翼 を担 うべき もの と思 ってい
ます。大学教育や教育改革等 に関 して、提言や資料 ・論文等、積極的 な投稿 をお願 いす る次第 です。
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